
別紙１ 

 

 

（1） 講習会等を受講した地域内事業所数 → ①
講習会等の受講後、講習会等の効果により雇用した人数、非正規雇
用の従業員について正社員転換を図った人数

（2）
講習会等を受講した地域外に所在し、地域内での、事業拡大、
新規事業の立ち上げ・展開（地域内での事業所・営業所の新
設・新部門立上げ）等を希望している事業所数

→ ①
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内に新設等された事
業所(営業所、新部門等)において雇用した人数
(※結果的に地域外で雇用した場合は計上不可）

①
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内又は地域外で創
業した者の人数

②
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内で創業し、創業に
より雇用した人数

①
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内で創業した者の人
数
（※結果的に地域外で創業した場合は計上不可）

②
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内で創業し、創業に
より雇用した人数
（※結果的に地域外で創業した場合は計上不可）

（5） 伴走型支援を受けた地域内企事業所数 → ①
伴走型支援の効果により雇用した人数、非正規雇用の従業員につい
て正社員転換を図った人数

（1）
講習会等を受講した地域内在住の就職又は転職希望者数、正
社員転換希望者数

→ ①
アウトプット実績に計上できた者のうち、講習会等の受講後に地域内
又は地域外に就職又は転職した人数、正社員転換者数

（2）
講習会等を受講した地域外居住の地域内への就職又は転職希
望者数

→ ①
アウトプット実績に計上できた者のうち、講習会等の受講後に、地域
内に就職又は転職した人数
（※結果的に地域外に就職した場合は計上不可。）

①
アウトプット実績に計上できた者のうち、講習会等の受講後、講習会
等の効果により地域内又は地域外で創業した者の人数

②
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内で創業し、創業に
より雇用した人数

①
アウトプット実績に計上できた者のうち、講習会等の受講後、講習会
等の効果により地域内で創業した者の人数
（※結果的に地域外で創業した場合は計上不可）

②
講習会等の受講後、講習会等の効果により地域内で創業し、創業に
より雇用した人数
（※結果的に地域外で創業した場合は計上不可）

アウトプット・アウトカム実績の計上に当たっての留意事項

事業利用者のうち

アウトプット実績に計上できるもの アウトカム実績に計上できるもの

１．事業所の魅力向上、事業拡大の取組

（3） 講習会等を受講した地域内在住の創業希望者数 →

（4） 講習会等を受講した地域外在住の地域内での創業希望者数 →

２．人材育成の取組・就職促進の取組

（3） 講習会等を受講した地域内在住の創業希望者数 →

（4） 講習会等を受講した地域外在住の地域内での創業希望者数 →
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※アウトプット実績（利用者の求職・創業・正社員転換の意思が確認できない場合を除く）に計上できない者であっても、定員の空きが
　ある場合は、事業利用可能。

アウトプット実績に計上ができないもの等

○同一の事業所から複数者の参加があった場合の重複計上（事業所としてのアウトプットの計上は「社」単位になるため、複数名が参加した場合でも
　「1」となる）。

○行政機関、事業推進員

○利用者の求職・創業・正社員転換の意思が確認できない場合、利用者が地域求職者か確認できない場合、利用者が単なるスキルアップ目的の在職者の場合

○就職促進の取組における中学、高校の就職希望者

アウトカム実績に計上ができないもの等

○事業の利用と明らかに関連がない雇用・創業・正社員転換（例：定期採用、正社員の退職に伴う欠員補充としての正社員転換等）

○事業を利用する前から雇用されている従業員（非正規雇用の従業員について正社員転換を図った者を除く）

○事業を利用する前から内定を受けている者
　　（事業を利用する前に採用面接を受け、結果待ちであった者が、事業利用後に採用が内定した場合を含む）

○就職日が明確でないなどのため講習会受講後に就職しているかどうかが確認できない、就職先事業所等が明確でないなどのため就職しているかどうかが
　確認できない等の場合

○１週間の所定労働時間が20時間に満たない雇用、就職
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【総論的な事項】 

Q1 事業の趣旨を教えてください。 

 

A 新型コロナウイルス感染症の影響により、現下の景気は極めて厳しい状況にあるものの、新型コロ

ナウイルス感染症拡大以前の全国的な雇用情勢改善基調の中でも、中山間地域や地方都市の周辺地域、

人口規模が小さい市町村など、改善のテンポが遅い地域が多く存在しています。また、有効求人倍率

が１倍を超え、量的には雇用機会が不足しているとは言い難い地域であっても雇用のミスマッチが生

じていたり、人口減少等による過疎化に加え、都市部に比べ給与が低いなどの理由により人材の確

保・定着が進まず事業所が廃業・撤退を余儀なくされたり、働く場がないゆえに若年者の更なる流出

につながり、人材がいないがために、事業の継続が難しいといった悪循環が生じている地域もありま

す。このように、地域を取り巻く環境は多種多様であることから、国による全国一律的な支援に加え、

意欲ある地域による自主性・創意工夫ある取組が効果的で重要です。このため、地域雇用活性化推進

事業（以下「活性化事業」という。）においては、地域の実情に応じた魅力ある雇用やそれを担う人

材の維持・確保の取組をより効果的に推進し、地域の雇用を通じた活性化を図ることを目的としてい

ます。 

 

Q2 実施地域の要件を教えてください。 

 

A 一又は二以上の市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域であって、地域雇用開発促進法（以下「地

域法」という。）に規定する自発雇用創造地域（雇用機会不足地域）又は雇用保険法施行規則で厚生

労働大臣が指定する地域（過疎等地域）であることを要件としています。 

なお、雇用機会不足地域については、活性化事業の実施までに地域法に規定する地域雇用創造計画

を策定し、都道府県労働局長の同意を受けることが必要です。 

 

Q3 自発雇用創造地域（雇用機会不足地域）の要件を教えてください。 

 

A 以下の①から③までのいずれにも該当する地域です。 

① 一又は二以上の市町村であること。 

② 以下のいずれかを満たすこと。 

ア 最近３年間又は１年間の応募市町村における一般又は常用有効求人倍率（※１）が全国平均（全

国平均が１倍以上の時は１、0.67 倍未満の時は 0.67）以下であること。 

イ 次の a 及び b のいずれにも該当すること。 

a 最近３年間又は１年間の応募市町村における一般又は常用有効求人倍率（※１）が１倍未満

であること。 

b 応募市町村における最近５年間の人口減少率（※２）が全国における最近５年間の人口減少

率（※２）以上であること。 

※１ 一般又は常用有効求人倍率については、年の数値で判断する。また、市町村別の一般有

効求人倍率は、季節を除く数値とする。 

※２ (b)に掲げる人口（住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）に基づき住民基本台帳に
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記録されている住民の数をいう。以下この注意書きにおいて同じ。）から(a)に掲げる人口

を控除して得た人口を(b)に掲げる人口で除して得た数値。 

(a) 公表された最近の１月１日の人口 

(b) (a)が公表された日の５年前の日の属する年の１月１日の人口 

③ 地域の関係者が、その地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る事業の分野及び当該

分野における創意工夫を生かした雇用機会の創出（以下「雇用創造」という。）の方策について検

討するための協議会を設置しており、かつ、該当市町村が雇用創造に資する措置を自ら講じ又は講

ずることとしていること。 

 

Q4 過疎等地域の要件を教えてください。 

 

Ａ 以下の①から③までのいずれにも該当する地域です。 

① 一又は二以上の市町村であること。  

② 以下のいずれかを満たすこと。 

ア 過疎地域関係 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19 号）（以下「新過疎法」

という。）に規定する過疎地域（同法第44条の規定に基づき過疎地域とみなされる区域を含む。）

をその区域の全部又は一部に含む市町村であること。 

イ 重大な災害の被害を受けた地域関係 

    次の a 又は b のいずれかを満たす地域であること。 

  a 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和 37 年法律第 150 号）第

２条に基づき激甚指定された災害（激甚災害指定基準（昭和 30 年 12 月７日中央防災会議

決定）６のＡの基準により本激指定された災害に限る）のうち、発災の翌年度から起算して

３年度以内の災害であって、一定基準以上の被害額が生じた都道府県（激甚災害指定基準６

のＢに該当する都道府県に限る）に属する市町村 

    b 福島県全域並びに岩手県及び宮城県（仙台市を除く）の沿岸地域 

③ 地域の関係者が、雇用創造の方策について検討するための協議会を設置しており、かつ、該当市

町村が雇用創造に資する措置を自ら講じている又は講ずることとしていること。 

 

Q5 新過疎法第 44 条の規定に基づき過疎地域とみなされる区域として公示された区域により実施地

域の要件を満たしている場合、当該区域においてのみ事業を実施しなければなりませんか。 

 

Ａ 当該区域を含む市町村全体での事業実施が可能です。 

 

Q６ 具体的に、Ｑ４の②イのａに該当する災害とはどのような災害ですか。 

 

Ａ Ｑ４の②イのａに該当する災害は、平成 30 年７月豪雨、令和元年台風第 19 号、第 20 号及び第

21 号並びに令和２年７月豪雨となります。 
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Q７ 雇用機会不足地域と過疎等地域の両方に該当する場合、どちらの地域として応募が可能でしょう

か。 

 

Ａ 両要件に該当する場合には、雇用機会不足地域としての応募となります。なお、雇用機会不足地域

は地域法で定義されており、厚生労働省が担う雇用対策の面からすると緊要度が高いことから、事業

選抜にあたって加点されます。 

 

 

Q８ 複数の市町村が連携して事業を実施する場合、隣接している必要はありますか。また、県境を越

えた連携は可能でしょうか。 

 

A 複数の市町村が連携して事業を実施する場合、原則隣接している必要がありますが、連携して実施

する必要性が認められる場合には、必ずしも隣接している必要はありません。 

また、県をまたがる地域の連携についても可能です。ただし、連携地域の中から代表となる市町村

を決めていただき、当該市町村に地域雇用創造協議会（以下「協議会」という。）を設置していただ

きます。 

 

Q９ 複数の市町村が共同で事業に応募する場合、地域要件を満たしているかどうかをどのように判断

するのでしょうか。 

 

A 以下により判断します。 

Ⅰ．複数の市町村のうち、一地域以上の雇用機会不足地域が含まれている場合、先ずは連携地域にお

ける有効求人倍率の総数判断（※）を行います。 

 

（※）例えば、Ａ市町村とＢ市町村が共同で事業に応募する場合の有効求人倍率は、

以下により算定します。 

有効求人倍率＝（Ａ市町村とＢ市町村の有効求人数の和）／（Ａ市町村と

Ｂ市町村の有効求職者数の和） 

 

ⅰ 複数地域における最近３年間（平均）又は最近１年間（平均）の有効求人倍率が全国平均（１

を超える場合には 1.00。0.67 未満である場合には 0.67。）以下である場合 

⇒ 雇用機会不足地域としての応募となります。なお、事業選抜にあたって加点されます。 

 

ⅱ 上記ⅰに該当せず、一地域以上の過疎等地域が含まれる場合 

⇒ 過疎等地域としての応募となります。 

 

Ⅱ．複数市町村に雇用機会不足地域は含まれておらず、一地域以上の過疎等地域が含まれている場合 

⇒ 過疎等地域としての応募となります。 
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Q10 事業内容に制約はあるのでしょうか。 

 

A 活性化事業は、地域における魅力ある雇用やそれを担う人材の維持・確保のための提案型の事業で

す。したがって、地域経済の活性化や雇用機会の創出のための地域の具体的な取組と相まって実施す

る事業所の魅力向上、事業拡大・人材育成・就職促進といった雇用創造に係る取組であることや国に

よる他の施策との整合性が取れていることが必要です。 

また、活性化事業は労働保険特別会計雇用勘定における雇用安定事業又は能力開発事業であること

から、事業所の人材確保や地域求職者の就職・創業・正社員転換の促進に直接資する事業内容とする

必要があります。 

なお、対象外となる事業内容については、令和３年度地域雇用活性化推進事業に係る企画提案のた

めの仕様書（以下「仕様書」という。）７（３）「委託費で措置できない経費」を参照いただくほか、

各都道府県労働局にお問い合わせください。 

 

Q11 事業推進員の担う業務はどういうものでしょうか。 

 

A 事業推進員とは、活性化事業の運営全体の進捗管理及び実施並びに関係機関等との連絡調整を行う

者として、協議会に配置できる者を指します。 

具体的には、以下のような業務を行うこととしています。 

① 事業の進捗管理・実施に係る事務 

② 事業の実施状況の確認 

③ 事業の実施結果の取りまとめ 

④ 事業の実施に係る関係機関及び関係団体等との連絡調整 

⑤ その他、事業の実施に当たり必要な業務 

 

Q12 事業推進員を人材派遣会社からの派遣社員とすることは可能でしょうか。 

 

A 協議会と事業推進員の間で雇用契約を締結する必要があるため、事業推進員を派遣社員とすること

はできません。 

 

Q13 事業推進員の一部（リーダー含む）を２年度目から配置することは可能ですか。 

 

A 一部の事業推進員を２年度目から配置することは可能ですが、事業を統括する役割を持つリーダー

が初年度不在であることは望ましくありません。 

【協議会に関する事項】 

Q14 都道府県が活性化事業の提案・実施主体となることは可能でしょうか。 

 

A 活性化事業は市町村レベルでの自主的かつ地域一体となった取組を支援するものであることから、

都道府県が主体になることはできません。 

あくまでも、事業の実施を希望する地域の市町村、経済団体等を構成員とする協議会（又はその設
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立準備会）が事業構想を提案することとなっています。 

したがって、当該地域の市町村は参加せず、都道府県だけが参加した協議会が事業を提案すること

はできませんが、当該地域の市町村、経済団体等が参加した上で都道府県が協議会の構成員の一員と

なり、事業構想を提案することは可能です。 

また、活性化事業の実施主体は、協議会又は協議会の指定する民間団体等となっていますので、都

道府県は協議会の一員として事業に関わることは可能です。 

 

 

Q15 事業の提案主体と実施主体が異なってもよいのでしょうか。 

 

A 活性化事業は、提案公募型の委託事業であり、雇用創造に自発的に取り組む地域や過疎化が進んで

いる地域等から提案された雇用対策の事業構想のうち、魅力ある雇用やそれを担う人材の維持・確保

効果が高いものを選抜し、事業を委託するものです。 

したがって、事業の実施に当たっては、提案主体である協議会が自ら事業を実施する場合はもちろ

ん、再委託等により他の団体等が事業を実施する場合にあっても、管理主体はあくまで協議会であり、

効果的な事業となるよう取り組むとともに、事業評価等全体的な管理は協議会が責任をもって行うこ

とになります。 

このような観点から、事業の提案を行う主体と実施する主体が全く無関係であることは認められま

せん。 

したがって、活性化事業として実施する取組についてのアイディアを有する者がいる場合、この事

業を提案・実施しようとする意欲のある地域の市町村、経済団体等にアイディアを提供していただく

よう働きかけてください。 

 

Q16 協議会には、地域の経済団体等の参加は必要ですか。また、地域外からの参加は可能でしょうか。 

 

A 活性化事業の実施主体となる協議会については、事業の実施を希望する地域の市町村及び経済団体

が構成員として参加することが必要です。地域に複数の経済団体がある場合、協議会にすべての団体

が参加する必要はありませんが、地域重点分野に関連の深い主要団体の参加は必要です。 

また、協議会は、事業の実施を希望する地域の市町村及び経済界等に加えて、都道府県や地域のＮ

ＰＯ、労働組合、地域外からの専門家等についても事業内容を踏まえ適宜参加いただくことが望まれ

ます。なお、厚生労働省が所管する委託事業のため、都道府県労働局やハローワークの職員が協議会

の構成員として参加することはできません。 

 

Q17 協議会は、活性化事業以外の業務を行う事は可能でしょうか。 

 

A 差し支えありません。ただし、委託費の流用は認められないほか、業務時間内に事業推進員を委託

事業以外の業務に就かせることもできません。なお、協議会内で活性化事業以外の業務を行う場合、

協議会運営に係る事務所借料については、活性化事業と他の事業での利用面積等で適正に按分いただ

き、光熱水料については別メーターで使用料を管理又は利用面積等で適正に按分等するなど、活性化

事業のみの使用経費を算出する必要がある点にご留意ください。 
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Q18 活性化事業終了後の文書の保存について、協議会が解散した場合などは、どのような取扱いにな

るのでしょうか。 

 

A 事業終了後に協議会が解散する場合は、会計法上必要な書類等を市町村（又は都道府県）で一定期

間保存する必要があります。複数の市町村（又は都道府県）が協議会の構成員となっている場合は、

あらかじめ担当を定めておく必要がある点にご留意ください。 

 

Q19 活性化事業の実施に伴い、何らかの問題が生じた場合の責任及び補償はどうなるのでしょうか。 

 

Ａ 領収書や帳簿の改ざん等の不正行為、証拠書類等の滅失・毀損等により委託費が使途不明となるな

ど、委託費が不適切に使用された場合や、その他故意又は過失によって国に損害を与えたと認められ

る場合は、協議会に対して債務（返還金、加算金及び損害賠償金等の支払を含む。以下同じ。）の履

行を通知することになります。 

  ただし、国が定める期間内に協議会が債務を履行しないときは、協議会の構成員となっている市町

村（又は都道府県）が、不履行により国に生じた損失を補償するものとし、市町村（又は都道府県）

は、あらかじめこれに同意する必要があります。 

  また、委託契約の解除、債務の消滅及び協議会の解散によっても、市町村（又は都道府県）による

損失の補償は免れられない点にご留意ください。 

 

Q20 損失を補償することについて同意する場合、どのような手続きが必要ですか。 

 

Ａ 国に生じた損失を補償する市町村（又は都道府県）は、以下の①～②に留意のうえで、委託要綱様

式第４号「同意書」を作成し、原則、委託契約の締結までに協議会を経由して労働局へ提出してくだ

さい。複数の市町村（又は都道府県）が協議会の構成員となっている場合は、あらかじめ損失を補償

する市町村（又は都道府県）を定めて同意書を作成する必要がある点にご留意ください。 

① 委託契約に関し、国に生じた損失を市町村（又は都道府県）が補償する（以下「損失補償」とい

う。）場合は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条に基づく債務負担行為として、予

算で定めておく必要があり、市町村（又は都道府県）の議会による議決が必要となること。 

② 債務負担行為として当初予算に定めていない場合には、地方自治法第 218 条に基づく補正予算

に定める必要があり、同様に市町村（又は都道府県）の議会による議決が必要となること。 

 

Q21 委託契約の締結までに、議会が開かれていない場合はどうすれば良いでしょうか。 

 

Ａ 市町村（又は都道府県）の議会の招集時期等により、委託契約の締結までに同意書を作成すること

が難しい場合は、委託契約の締結後、速やかに同意書を作成して提出してください。 

なお、損失補償は、国が協議会に対して債務の履行を通知し、協議会が当該債務を履行しないとき

に生じるものであり、本事業において必ず生じるものではないことから、必ずしも当初予算に定める

必要があるものではなく、損失補償の必要性が生じた際に補正予算により措置することも可能です。 

ただし、予算編成には議会の議決が必要であることを踏まえると、本事業及び同意書について、委
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託契約の締結までに市町村（又は都道府県）の長から議会に対してあらかじめ説明がなされているこ

とが望ましいと考えられます。 

 

Q22 活性化事業終了後の計画や波及的効果について、調査等の確認は行われるのですか。 

 

A 事業終了後のフォローアップとして調査を行うことがあります。 

事業終了後の計画や波及効果については、事業の検証や見直し等の参考にさせていただくほか、地

域へのアドバイス等に利用させていただきます。 

なお、活性化事業の効果により採用された者、就職・創業した者及び正社員転換された者の定着状

況について、採用・就職・創業・正社員転換後３年度間は把握のうえ報告いただくことになります。 

 

【応募に関する事項】 

Q23 過去に実践型地域雇用創造事業（以下「実践事業」という。）を実施していた場合、活性化事業

への応募に当たって何か制限はありますか。 

 

Ａ 制限はありません。 

 

Q24 活性化事業の重点分野等は、過去に実施した実践事業と重複していても構わないでしょうか。 

 

A 活性化事業と実践事業は異なる事業であるため、重点分野等が重複していても構いません。 

 

Q25 活性化事業の実施に当たり既存事業の振替等は不可となっていますが、規模の拡大も認められな

いのでしょうか。 

 

A 地域における既存事業の単なる振替や人員等の量的な拡大にとどまらない新たな事業内容と認めら

れ、かつ、活性化事業の趣旨に合致する事業であれば、活性化事業の対象とすることは可能です。 

 

Q26 提案した事業構想の選抜基準はどのようなものでしょうか。 

 

A 提案された事業構想については、地域雇用対策や地域活性化に関する専門的な識見を有する外部委

員等による地域雇用活性化推進事業等選抜・評価委員会（以下「事業選抜・評価委員会」という。）に

おいて、公正・公平な審査を行い、「魅力ある雇用やそれを担う人材の維持・確保効果が高いと認めら

れるもの」や「地域の産業及び経済の活性化等が期待できるもの」を選抜することとしています。 

なお、事業構想の主な審査ポイントは以下のとおりです。 

① 地域課題、事業コンセプト 

地域課題・地域資源が明確化され、それを踏まえた創意工夫ある事業コンセプトとなっているか 

（統計データや具体的エビデンス（地域内事業所や地域求職者へのニーズ・シーズ調査結果 等）

に基づいているか）。 

② 事業内容 
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事業所の魅力向上、事業拡大の取組、人材育成の取組、就職促進の取組が雇用対策事業として、

地域の課題解決に資する効果的なものとなっているか、各取組の組み合わせが地域の課題を解決す

るために効果的なものとなっているか。 

③ 実施体制 

実施体制が適切なものとなっているか（適切な構成員で構成されているか、構成員の役割分担が

明確であるか、地域関係者の意欲が高いか等）。 

④ アウトカム目標及び費用対効果 

アウトカム目標の就業人口への寄与度、目標達成期待度、就職者一人当たりの雇用に要する経費。 

⑤ その他 

市町村、経済団体等が地域活性化に資する有効な取組を行っており、活性化事業と一体的に実施

することによる相乗効果が期待できるか。 

 

Q27 活性化事業の終了後の取組方針が未定である場合は、事業構想提案書に未記入でも良いのでしょ

うか。 

 

A 本事業は地域の創意工夫と各種施策との連携による中長期的な雇用創造の取組について、国が最大

３年度間に亘って支援するものですが、事業実施期間後においても、活性化事業における成果を踏ま

えて、地域が主体的に雇用創造に資する雇用対策の取組を継続実施することが望まれます。このため、

事業構想の段階から、期待される事業成果を踏まえた事業終了後の取組方針等を検討し、その旨を事

業構想提案書に記載する必要があります。 

 

Q28 活性化事業を実施するにあたり、１つの市町村が複数の広域地域に参画して応募することは可能

でしょうか。また、市町村単独で応募した後で広域地域に参画して応募することは可能でしょうか

（広域→市町村単独のケースを含む。）。 

 

A 同一期間における複数事業への参画については、市町村等のマンパワー不足等により事業成果が十

分に得られなくなる懸念があることから原則不可としています。ただし、連携予定地域がＵＩＪター

ン就職希望者の誘引に取り組む際に、その送り出し地域として連携・協力するような場合等には認め

られる場合があります。このため、複数事業への参画・応募を検討している市町村は、事前に管轄労

働局あて相談してください。 

 

Q29 今後、令和３年度２次募集の予定はありますか。 

 

Ａ 現時点では令和３年度２次募集は予定していません。 

 

【事業に関する事項】 

Q30 活性化事業の各取組は、どのようなものとなるのでしょうか。 

 

A 活性化事業は、以下の取組で構成されます。 
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・事業所の魅力向上、事業拡大の取組（講習会開催、伴走型支援実施 等） 

・人材育成の取組（講習会開催 等） 

・就職促進の取組（情報発信、企業説明会等開催、ＵＩＪターン説明会開催 等） 

 

Q31 活性化事業において実施することができない事業はありますか。 

 

A 各取組が「雇用に結びつく」必要があるため、以下のような事業は実施することができません。 

・オープニングイベント、基調講演、講演会、対談、シンポジウム、パネルディスカッション等単な

る地域振興や町おこしのためのイベントのような講習会 

・１日のみの外国語学研修等、現実的にスキルやノウハウを修得不可能な日程の講習会（スキルやノ

ウハウ修得のために必要な日数を設定すること。また、事業所や求職者が受講しやすいように、冗

長なものとならないように留意すること。） 

・文学、歴史、生け花、陶芸、ヨガ、利き酒、ソムリエ等、単なる趣味や教養のための講習会 

・単なる料理教室・試食会のような講習会（座学や作成した料理の検証・講評等のカリキュラムを盛

り込むこと。） 

・「観光ガイド育成」として、カヌー、乗馬、サーキットなど地域の観光プログラムを単に体験する

だけの講習会（座学や接遇・おもてなしのロールプレイ形式でのカリキュラムを盛り込むこと。） 

 また、 

・特定の事業所・団体のみを対象とした企業内研修のような講習会 

・個別の事業所のみが活用できる内容の講習会 

等については、単なる個社支援となることから実施することができません。 

なお、事業所の魅力向上・事業拡大の取組における伴走型支援については、地域内事業所への汎用

性・波及性の高い取組が期待できる事業所を選定した上での新分野進出、販路拡大、生産性向上、雇

用管理改善、職域開発等（以下「新分野進出等」という。）を伴走型で支援するものであり、支援を

通じて収集した魅力ある雇用の創出及びマッチングに関する好事例・ノウハウの地域内事業所への展

開を目的としているため、実施を認めているものです。 

 

Q32 地域の事業所、求職者に対するニーズ・シーズ調査については、事業構想を策定するに当たって

必ず実施する必要がありますか。 

 

Ａ 事業構想を策定するに当たってのニーズ・シーズ調査は、地域の実情に応じた各取組の策定に資す

るものであり、かつ、講習会等受講者数や企業説明会等参加者数（アウトプット目標値）の設定根拠

となるものであることから、必ず実施する必要があります。なお、以前に類似の調査を実施している

など、地域の事業所、求職者のニーズ・シーズを把握できている場合には、この限りではありません

が、協議会へ参加を予定している経済団体、地域を管轄するハローワーク等と連携して、ニーズ・シ

ーズの把握に努めることが効果的です。 

 

Q33 講習会開催回数設定に当たっての留意事項を教えてください。 

 

A 講習会の回数設定に当たっては、ターゲットとする地域内事業所数や求職者数等を十分に精査した
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上で必要な回数を設定してください。 

また、開催に当たっては、講習会の企画、講師・テキスト・会場・開催日時の選定、チラシの作成、

受講者の募集、アンケート調査の整理、アウトプット・アウトカムの管理、経理処理等の業務が発生

しますので、これらの付随的業務も踏まえた上で、無理のない回数を設定してください。 

なお、１年度目は２・３年度目と比較して事業期間が短いことについても留意が必要です。 

 

Q34 活性化事業で収益を得ることを目的に事業を実施することは可能でしょうか。 

 

A 活性化事業は、あくまで国の委託事業であって、事業の実施により収益を得ることを目的としたも

のではありませんので、事業利用者から収益を見込んだ対価を徴収することはできません。 

また、事業に必要な経費は全て委託費より支弁することになっていますので、事業利用者から実費

相当分等を対価として徴収することを禁止しています。 

 

Q35 事業所の魅力向上、事業拡大の取組における伴走型支援は必ず実施する必要がありますか。 

 

Ａ 伴走型支援は必須ではありませんが、事業所の魅力向上、事業拡大の取組として、地域の事業所を

対象とした新分野進出等に資する講習会は必須となります。 

 

Q36 選定事業所に対する伴走型支援の具体的な内容を教えてください。 

 

Ａ 伴走型支援は、新分野進出等の講習会に参加した事業所等を中心に支援の対象とする事業所を選定

し、選定事業所が新分野進出等に取り組む際に、協議会が伴走し支援するものです。具体的な支援内

容は、商品デザイン、販路開拓等に必要な専門アドバイザーの派遣やマーケティング調査費、機器等

借損料の支弁、販路拡大に向けた試験販売のための会場借料等が想定されます。 

なお、当該取組は、地域における新分野進出等を通じた魅力ある雇用の確保・拡大の好事例を収集

し、地域内に展開するために実施するものであり、特定の企業に利益を与えることが目的でないこと

に留意が必要です。 

 

Q37 伴走型支援の取組において、協議会が委託費で販売スペースを確保して販路開拓の為の地場産品

の販売会を行った場合、売り上げは国に返還しなければならないのでしょうか。 

 

A 活性化事業は、事業の実施において収益を得ることを目的としたものではありません。また、必要

な経費は委託費より支弁することが可能なため、委託費で支弁した場合には、事業の実施に伴い得た

収益を原則として国に返還する必要があります。 

ただし、販路拡大のノウハウ獲得のために協議会が委託費で販売スペースを確保し（恒常的なもの

は不可。通常は数日若しくは１週間～２週間程度）、選定事業所が製造した商品を自ら持ち込み自ら

販売する場合の売り上げは選定事業所の収益となるため、返還は不要です。 
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Q38 伴走型支援の取組において、協議会が新商品開発のための材料費を委託費から負担し、開発中の

商品の試験販売を行った場合、売り上げは国に返還しなければならないのでしょうか。 

 

A  商品の適正価格を検証するために、協議会が材料費を委託費で支弁し、試験販売を行う場合の売り

上げは、選定事業所ではなく協議会（国）の収益と見なされます。そのため、試験販売により得た収

益は別に管理し、精算時に全額を国に返還する必要があります。 

 

Q39 伴走型支援を行う中で、開発中の旅行商品の効果を検証するため、モニターツアーを実施したい

と考えています。広く一般人を参加者として募集し、ツアー料金を徴収せずに実施することは可

能でしょうか。 

 

A 一般の方を対象としてモニターツアーを実施することに問題はありませんが、委託費から参加者の

地域までの交通費や宿泊費を支弁することはできません。 

委託費から支弁する経費は、地域内で参加者が体験するイベント等に必要な経費のみとし、地域ま

での交通費や宿泊費は参加者がそれぞれツーリストやホテル等に支払う方法等により実施してくだ

さい。また、参加者からツアー料金を徴収し、事業費として使用することはできませんので御留意く

ださい。 

なお、詳細な検証を目的に、専門家等をモニターツアーへ招聘する場合の経費は、全額を委託費か

ら支弁できるものとします。 

 

Q40 事業所の魅力向上、事業拡大の取組における伴走型支援により開発した商品の権利はどこに帰属

するのでしょうか。 

 

A 伴走型支援にあたって、協議会と選定事業所との間で特段の定めがない場合、選定事業所に帰属す

ることとなります。 

 

Q41 事業所の魅力向上、事業拡大の取組における伴走型支援により開発した商品について、知的財産

権の取得に係る経費を委託費から支出することはできるのでしょうか。 

 

A 委託費から支出することはできません。 

活性化事業では、地域の事業所が取り組む地域の特産品を使った商品の開発や販路拡大等のノウハ

ウの開発に伴い、専門家を派遣してアドバイスを行う等の伴走型による支援を実施するものであって、

それらの支援に係る経費（Q36 参照）については支出することは可能ですが、選定事業所の知的財

産権の取得そのものについては支援の対象外です。 

 

Q42 伴走型支援の実施により魅力ある雇用が生まれてマッチングした好事例は、委託期間が終了する

まで、地域内事業所に提供することはできないのでしょうか。 

 

A 伴走型支援の好事例は、地域内の事業所等へ提供することにより、地域における新たな事業展開と

それを通じた魅力ある雇用の創出につなげていくことが期待されるものです。 
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このため、委託期間が終了する前であっても、一定の成果が出た段階で選定事業所と調整の上、好

事例を地域内の事業所等へ提供することが可能です。ただし、知的財産権はあくまで選定事業所側に

属しますので、どこまで好事例として公表するかは実施当初より選定事業所に十分確認した上で、決

定してください。 

 

Q43 就職促進の取組においてＵＩＪターン向け企業説明会・面接会を開催するに当たり、より多くの

事業所・ＵＩＪターン就職希望者を集める目的で実施地域以外の市町村の事業所を参加させるこ

とは可能ですか。 

 

Ａ 可能です。ただし、委託費で措置することが可能な開催費用（会場借料、ブース設置費用等）につ

いては、地域内事業所に係る分のみとなりますので、参加事業所数の比率により按分してください。

なお、地域内事業所であっても、企業説明会・面接会開催場所までの旅費及び滞在費を委託費で措置

することはできません。 

 

Q44 他の補助金等の支給を受けて運営する施設や事業を利用して活性化事業を実施することは可能

でしょうか。 

 

A 他の補助金等と、同一の経費を重複して支給対象にするものでなければ、当該補助金等の支給を受

けて運営する施設や事業を利用して活性化事業を実施することができます。 

ただし、当該補助金等の支給規定等に反する場合はこの限りではありません。 

 

Q45 事業推進員が、研修のために海外視察に行くことは可能でしょうか。 

 

A 不可となります。当該事業は海外視察等の国外での事業は想定していません。 

 

Q46 伴走型支援の中で、選定事業所が海外で事業を展開する場合、短期間、専門アドバイザー等を同

行させることは可能でしょうか。 

 

A 不可となります。当該事業は海外等の国外での事業は想定していません。 

 

Q47 就職相談員やカウンセラーの配置は認められないのでしょうか。 

 

A ハローワークの業務や自治体による無料職業紹介、相談員の配置などと重複するので常駐は認めて

いません。 

 

Q48 伴走型支援で選定事業所が新分野進出等に伴って商品開発を行う場合は、どの範囲まで支援が可

能なのでしょうか。 

 

A 商品デザイン、販路開拓等に必要な専門アドバイザーの派遣やマーケティング調査費、機器等借損

料の支弁、販路拡大に向けた試験販売のための会場借料等が可能です。 



21 

 

Q49 地域求職者の考え方を教えてください。 

 

A 地域求職者とは、 

① 地域内在住の求職者（在職者（在職求職者及び正社員転換希望者）、創業希望者を含む） 

② 地域外在住の求職者で、当該地域内での就職（創業）を希望している者（ＵＩＪターン就職希望

者を含む）です。 

①に加え、②を「地域求職者」としているのは、②が当該事業の趣旨である「地域雇用の活性化に

資する取組」を支援するという観点から、地域の経済や、活性化に寄与する者と判断できるためです。 

本事業を活用する地域の大半は中山間地域が想定され、過疎や高齢化が進んでいる地域でもありま

す。したがって、地域内在住の求職者はもとより、地域外在住の求職者も地域にとっては貴重な人的

資源となっています。各取組において在職求職者、ＵＩＪターン者向けのメニューが実施可能となっ

ていることからもご推察いただけると思います。 

なお、求職・創業・正社員転換の意思のない者・単なるスキルアップ目的の在職者は地域求職者と

して扱えません。 

 

【目標に関する事項】 

Q50 アウトプット、アウトカムについて教えてください。 

 

A 活性化事業を通じた雇用、就職、創業及び正社員転換に関する目標であり、事業評価の対象とされ

ます。 

アウトプット指標及びアウトカム指標の定義は、仕様書６（４）「事業目標の設定」及び別紙１「ア

ウトプット・アウトカム実績の計上に当たっての留意事項」を参照してください。 

目標は、各年度、各取組のメニューごとに設定することを基本とします。 

なお、ホームページ、チラシ、広報紙等、単なる周知広報のみによる就職（当該事業の研修・講習

会・面接会等を受けていない者）をアウトカム指標とすることはできません。 

 

Q51 人材育成の取組及び就職促進の取組について、受講希望者がアウトプットに計上可能な者かどう

かの確認はどのようにして行えばよいでしょうか。 

 

A 人材育成の取組及び就職促進の取組のアウトプットには、原則、事業を利用した地域求職者の人数

を計上することとなります。 

しかし、新規学卒予定者のアウトプット計上については、一定の制限があるため、仕様書別紙１「ア

ウトプット・アウトカム実績の計上に当たっての留意事項」を参照してください。 

また、新規学卒予定者以外の受講希望者のアウトプット計上については仕様書 15（２）イ「アウ

トプット実績及びアウトカム実績の把握、計上について」及び別紙１を参照してください。 

受講希望者が地域求職者に該当するかどうかの確認については、受講希望者に受講申込書を提出さ

せたり、受講者に利用者アンケート調査票を提出させたりするなど、後日において検証可能な方法に

より行う必要があります。 
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仕様書様式第６号「【人材育成・就職促進の取組（求職者向け）】受講申込書」、仕様書様式第８号

「【人材育成・就職促進の取組（求職者向け）】利用者アンケート調査票」を基本として、各地域の実

情に応じた受講申込書を作成してください。 

ネットによる受講申込の場合は、当該記録を印刷して受講申込書と一緒に保存してください。 

電話による申込の場合は、事業推進員等が受講申込書に基づき確認するとともに、確認日、確認者

等を記録し、確認結果を書面で残してください。 

そして、仕様書様式第 10 号「【人材育成・就職促進の取組（求職者向け）】アウトプット・アウト

カム名簿」として整備し保管してください。 

 

Q52 人材育成の取組及び就職促進の取組のアウトカムの把握は、どのように行えばよいのでしょうか。 

 

A 人材育成の取組及び就職促進の取組のアウトカムの把握は、事業利用者に対し、アンケート調査票

に回答させるなど、後日において検証可能な方法により行う必要があります。仕様書様式第８号「【人

材育成・就職促進の取組（求職者向け）】利用者アンケート調査票」を基本として、各地域の実情に

応じた調査票を作成し、調査を実施するなどしてください。 

また、アンケート調査の結果、回答が来ないものについては電話確認も可能ですが、その場合、事

業推進員等がアンケート調査票に基づき確認するとともに、確認日、確認者等を記録し、確認結果を

書面で残してください。 

なお、新規学卒予定者のアウトカム計上については、一定の制限があるため、仕様書別紙１を参照

してください。 

 

Q53 事業継続の可否の判断について教えてください。 

 

A 事業の実施期間は最大３年度間ですが、年度毎にアウトプット・アウトカム目標に対する達成状況

により、翌年度以降の事業の継続の可否を判断します。 

 また、アウトプット・アウトカム目標に対する達成状況が一定以下の場合には、改善計画を作成し

た上で、事業選抜・評価委員会の承認を得ることとなります。 

 具体的な、判断基準等については、仕様書 11（２）「中間報告書に基づく事業継続の可否」及び別

紙２「事業継続可否の判断基準」を参照してください。 

 

Q54 事業継続の可否については、原則として事業１年度目は２月末時点、事業２年度目は１月末時点

までの実績により判断することになっていますが、各年度の当該月以降の実績についてはどのよう

に扱うのでしょうか。 

 

A 事業１年度目の３月以降に実施する個別メニューの実績については、２年度目中間報告書の提出の

際に２年度目実績として計上することになります。ただし、事業１年度目の２月末までに実施した個

別メニューのうち、１年度目中間報告書の提出時点で３月以降の雇用・就職・創業・正社員転換が確

約されている場合（例えば４月１日付け採用）には、事業１年度目実績として計上してください。こ

の場合（３月以降の雇用・就職・創業・正社員転換予定者を１年度目の実績として計上）、２年度目

中間報告書を提出するにあたっては、重複を排除し計上してください。なお、１年度目の年度末評価
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報告書の提出にあたっては、翌年度６月末時点の実績を計上することになります。 

事業２年度目の２月～翌年度６月末までの実績については、２年度目の年度末評価報告書に計上す

ることとなります。 

事業各年度の翌年度７月以降の実績については、中間報告書、年度末評価報告書には計上できませ

んが、把握不要としているものではなく、事業成果として引き続き把握していくことが望ましいもの

です。 

Q55 アウトプット・アウトカム指標の目標設定を事業実施期間の途中で変更することはできるのでし

ょうか。 

 

A 原則不可としています。当該事業は提案された事業構想提案書を事業選抜・評価委員会で審査され

て委託されるものであることから、途中で目標設定を変更することは特別な事情等がなければ認めら

れません。 

ただし、事業継続可否の判断基準によって、廃止となる個別メニューがあった場合は、当該事業分

が削減されます。 

 

Q56 地域外の求職者（地域内就職を希望していない者）から各種講習会等への参加希望があった場合、

参加を認めても良いでしょうか。また、アウトプット・アウトカムのカウントは可能でしょうか。 

 

A  本事業は地域における魅力ある雇用やそれを担う人材を確保するための取組事業であるため、当然

地域求職者を対象とした講習会の開催が原則となりますが、国の委託事業という性質を鑑みれば、定

員に空きがある場合など参加を希望する地域外居住の求職者で地域外での就職を希望する者を排除

することはできません。 

  なお、アウトプットは、地域求職者についてはカウントできますが、地域外に居住し地域外での就

職を希望している者（本人申告）についてはカウントできません。 

  アウトカムについては、地域内の求職者が就職した場合、地域外に居住し地域内で就職を希望した

者が地域内に就職した場合にカウントできます。地域外居住者が結果的に地域外に就職した場合はカ

ウントできません。 

 

Q57 地域外の事業所から事業所の魅力向上、事業拡大の取組において実施する講習会への参加希望が

あった場合、参加を認めても良いでしょうか。また、アウトプット・アウトカムのカウントは可能

でしょうか。 

 

A  事業所の魅力向上、事業拡大の取組において実施する講習会は、新分野進出等のためのノウハウを

提供し地域に魅力ある雇用を生み出すために開催するものですが、国の委託事業という性質を鑑みれ

ば、定員に空きがある場合など参加を希望する地域外の事業所を排除することはできません。 

  アウトプットについては、地域内の事業所及び地域外の事業所であっても地域内での新分野進出や

事業拡大（営業所の新設等）の予定がある事業所（本人申告）はカウントできます。 

  アウトカムについては、講習会の受講後、講習会の効果により、地域内の事業所が雇用した場合、

地域外の事業所が地域内で新設等した事業所において雇用した場合（創業希望者が創業した場合を含

む）はカウントできます。地域外事業所が結果的に地域外で雇用した場合はカウントできません（講
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習会の受講と明らかに関係のない雇用（創業を含む）はカウントできません）。 

 

Q58 非正規雇用として働いていた者が、講習会の成果によってスキルアップし、同じ会社の正規雇用

となった場合、アウトカムのカウントは可能でしょうか。 

 

A  可能です。ただし、所定労働時間が週 20 時間以上ある場合に限ります。 

Q59 既に就職状態にある者が、講習会の成果によってスキルアップし、副業に就いた又は始めた場合、

アウトカムのカウントは可能でしょうか。 

 

A  可能です。ただし、雇用又は就職の場合、所定労働時間が週 20 時間以上ある場合に限ります。 

 

Q60 雇用又は就職の場合のアウトカムへの計上について、雇用保険被保険者のみが対象ですか。 

 

A アウトカム対象者は雇用保険被保険者であることを条件としていません。ただし、１週間の所定労

働時間が 20 時間未満の場合はアウトカムに計上できない点にご留意ください。 

 

【経費に関する事項】 

Q61 事業推進員の「定期健康診断料」を計上することは可能でしょうか。 

 

A 労働安全衛生規則に基づいて行う定期健康診断については計上できます。 

 

Q62 講師やアドバイザー、コンサルタント等への謝金について、基準はあるのでしょうか。 

 

A 謝金については、既存の内規等に基づき、適正に支払等を行ってください。 

謝金についての内規等がない場合には、市町村の規定を目安とし、その範囲内で支出してください。 

ただし、特殊な事情がある場合には当該事情を説明できる資料（講師選定理由及び当該講師の謝金

額が適正額であることの根拠資料（直近の類似事業における同様の講義の謝金実績等））を準備し、

適切な額であると労働局の確認を受けた場合には、当該目安によらないことができます（著名な人に

講師を招聘すると講演料が高額となるので講師選定に当たっては留意すること。）。 

 

Q63 例えば、ＵＩＪターン就職希望者向け合同面接会における集客のため、芸能人等を呼ぶ場合、芸

能人等への謝金を委託費から支出することは可能でしょうか。 

 

A 不可となります。合同面接会の開催に真に必要な経費とは認められないことから、委託費から支出

することはできません。なお、芸能人等の謝金は市費等で措置した上で、合同面接会に参加いただく

ことは可能です。 

 

Q64 協議会の定例会開催に係る経費を委託費（管理費）から支出することは可能でしょうか。 

 



25 

A 活性化事業の円滑な実施に資するよう、事業内容の検討やコンセンサス形成のために開催される定

例会等の会議については、その開催に係る経費（協議会構成員以外の出席謝金・旅費、協議会構成員

の旅費、会場借料、会議費等）を委託費の対象とすることができます。 

ただし、定例会については、もともと自主的に設置された性格のものであるため、協議会の構成員

の出席謝金は委託費の対象とはなりません。 

また、活性化事業に関係しない事項についての検討やコンセンサス形成のために開催される会議

（例えば、活性化事業との関係がない地域再生計画関連支援措置に関する検討等）については、委託

費の対象とはなりません。 

 

Q65 仕様書 15（４）の委託事業の廃止要件に該当し、委託契約が解除されたことに伴い、事業推進

員に対して解雇予告手当を支払うこととなった場合、委託費から支出することは可能でしょうか。ま

た、委託契約の解除に伴い、施設の賃貸借契約やパソコン等のリース契約を途中解約し、違約金が発

生した場合、委託費から支出することは可能でしょうか。 

 

A 不可となります。委託費で措置する経費とは、協議会が受託した契約を遂行するに当たり必要とな

る経費です。 

このため、事業が計画どおりに遂行されなかったことに伴い生じる経費を委託費で支払うことはで

きません。 

 

Q66 事業推進員の超過勤務手当の不足が発生した場合、管理費や事業費からの流用（経費配分の変更）

は可能でしょうか。 

 

A 不可となります。事業推進員の超過勤務手当等の人件費の不足が発生した場合であっても、経費区

分間の流用はできませんので、市費等により措置いただくことになります。 

 

Q67 人材育成の取組における研修の中で、検定試験料を委託費から支出することは可能でしょうか。 

 

A 不可となります。あくまでも講習・研修等による人材育成等が目的です。講習・研修等の成果とな

る試験等の受験による検定料、試験料等を委託費から支出することはできません。 

 

Q68 協議会事務局用施設を民間等から賃借する場合、仲介手数料、敷金・礼金、更新手数料等を委託

費から支出して良いでしょうか。 

 

A 不可となります。委託費により支弁できるものは、原則、事業の実施にあたって真に必要なものの

みに限定されるものです。 

したがって、事業の実施期間中の賃借料、光熱水料等を委託費から支弁することは可能ですが、賃

借する際の仲介手数料や敷金・礼金、契約更新の際の更新手数料等の保証金的性格を有するものは、

事業実施にあたって必ずしも必要な経費とは言えないため、委託費から支出することはできません。 
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Q69 本事業実施に伴い必要となる収入印紙（労働局との契約時を含む）を委託費から支出することは

可能でしょうか。 

 

A 不可となります。収入印紙は、事業を実施するうえで直接必要な経費とは言えず、かつ、納税義務

者（契約先）が負担すべきものなので、委託費から支出することはできません。 

 

Q70 台風や地震等、自然災害の発生により講習会を中止せざるを得ない場合、講習会実施に当たり既

に作成したパンフレット費用や講師キャンセル料を委託費より支出することは可能でしょうか。 

 

A 可能です。自然災害等やむを得ない理由により講習会が中止となった場合は、それに係る費用を委

託費より支出していただいて構いません。なお、協議会都合により講習会を中止する場合（参加者を

集められなかった等）には、パンフレット作成費用や講師キャンセル料について委託費より支出でき

ないためご注意ください。 

 

Q71 事業に必要な経費は、協議会に対し、どのようなタイミングで支払われますか。 

 

Ａ 毎年度の事業終了後の精算払が原則ですが、所定の手続を踏んだ上で財務大臣の承認が得られれば、

概算払も可能です。ただし、事業開始年度の概算払までには、契約日から起算し、数ヶ月の期間を要

しますので、その間の資金は協議会等に立て替えていただく必要があります。 

 

Q72 講習会や企業説明会等を開催する際に、保育コーナーや保育士を措置する経費を委託費として計

上することは可能でしょうか。 

 

A  可能です。 

 

Q73 ＵＩＪターン就職希望者に対し、職場体験や地域見学会、合同面接会等を実施する場合、現地滞

在費に上限等はありますか。 

 

Ａ 現地滞在費として宿泊費を支弁する場合、委託費で支弁可能な宿泊数は１人あたり４泊５日、１日

あたりの宿泊費については１人あたり 7,800 円（宿泊翌日の朝食代含む）が上限となります。なお、

市費により５日以上にわたる職場体験等や宿泊費上限を超えた分を支弁したうえで職場体験等を実

施することは可能です。ただし、ＵＩＪターン就職希望者の居住地から現地までの交通費については、

委託費で支弁できない点にご留意ください。 

 

【再委託に関する事項】 

Q74 活性化事業の再委託に当たってはどのような点に留意すべきでしょうか。 

 

A 活性化事業の実施者はあくまで協議会であることから、仮に事業実施の一部を再委託する場合であ

っても、協議会は再受託者の事業の実施状況・経理状況等を随時把握し、適切に管理する必要があり
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ます。 

特に再受託者の行っている自主事業等と活性化事業との経理区分の徹底を図ること等をはじめ、協

議会は適切な管理を行ってください。 

また、協議会が事業の一部を再委託する場合においても、国（労働局）と協議会との本契約と同様

に事業実施結果・精算報告の内容が適正であることを確認し委託費の額を確定する必要がありますの

で、実施状況を問わず予め支払い額を確定させた契約は行わないよう留意が必要です（※）。 

なお、再受託者の選定に当たっては、原則として公募による競争的手続きにより選定することが必

要です。 

※ 例えば、再委託した講習会の参加者が定員に満たない場合は、テキスト代や会場規模の縮小等

により経費の抑制が可能となりますので、実施状況に応じた精算確定を行うこととなります。 

 

Q75 第三セクターに事業を再委託したいと考えています。可能でしょうか。 

 

A 可能です。 

ただし、第三セクターが従来から実施している事業や当初より実施を予定していた事業を活性化事

業として構想・提案し、再委託することは出来ませんので御留意ください。第三セクターに事業を再

委託することを想定している場合には、再委託理由書等に本事業で実施する事業が新たに実施するも

のであること、第三セクターが従来から実施する事業を代用するものでないこと等を明記してくださ

い。 

 

Q76 就職促進の取組において、フェイスブックやインスタグラム等の各種ＳＮＳの他に、協議会の情

報発信のためのホームページを独自に開設する場合、ホームページの構築や、ホームページ開設後

の運用・保守・点検等の業務を外部へ再委託することは可能でしょうか。 

 

A 可能です。 

ただし、インターネットからの不正アクセス等により、個人情報等が外部に漏えいしないための対

策を講じていただく必要があります。そのため、再受託者の選定に当たっては。仕様書 15（７）の

情報セキュリティ管理で求める事項を条件として調達手続きを行ってください。 

 

【その他の事項】 

 

Q77 活性化事業を実施するために設立した協議会は、消費税法上における課税事業者となりますか。 

 

A 消費税の取り扱いについては、協議会の設立時期等によりそれぞれの地域で異なりますので、地域

の税務署までお問い合わせください。なお、１年目・２年目は非課税事業者、３年目から課税事業者

となることが一般的です。 
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Q78 活性化事業を実施するために設立した協議会は、法人税法上における納税義務者となりますか。 

 

A 一般的に、法人税法上、協議会は「人格なき社団」に該当し、「請負業」に該当する「収益事業」で

あるとみなされ、人格なき社団が収益事業を行っている場合は、法人税の申告が必要となります。 

ただし、法人税基本通達 15－1－28 により、当該業務が法令の規定等に基づき実費弁償により行

われるものであり、かつ、そのことにつきあらかじめ一定の期間を限って所轄税務署長の確認を受け

たときは、その確認を受けた期間については、当該業務は収益事業とならない場合があります。法人

税の取り扱いについては、地域の税務署までお問い合わせください。 

なお、法人税は事業実施に必要な経費とは言えないことから、委託費で措置することはできません。 

  【参考：国税庁ホームページ】 

   https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/091228/01_06.htm 

 

  

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/091228/01_06.htm
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別紙４ 

 

情報セキュリティ要求仕様 

 

1. 情報セキュリティ対策のサービスレベルに関する事項 

・情報セキュリティ対策のサービスレベルを保証するための措置を講ずること 

＜委託先に求めるサービスレベル（例）＞ 

 (1) 使用するソフトウェアのセキュリティ修正の提供後にこれを適用するま

での期間 

 (2) 外部からの攻撃等の異常を検知してから当省に報告するまでの時間 

 

2. 情報セキュリティを確保するための体制の整備 

2.1. 事業者に求める資格等 

・本調達に係る業務を行おうとする事業者又はその部門において、情報セキュ

リティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）適合性評価制度に基づくＩＳＭＳ

認証又はこれと同等の認証を取得していること 

 

・本調達に係る業務を行おうとする事業者又はその部門は、情報セキュリティ

対策ベンチマークを実施し、その結果を提示すること 

 

2.2. 作業要員に求める資格等 

・本調達に係る業務を行う事業者は、当該業務の実施において情報セキュリテ

ィを確保するための体制を整備すること。なお、本案件に従事する者には、

以下のいずれかの資格を有する者を含めること 

＜作業要員に求める資格（例）＞ 

 (1) 情報セキュリティスペシャリスト 

 (2) 公認情報システムセキュリティ専門家(CISSP) 

 (3) 公認情報セキュリティマネージャー(CISM) 

 (4) 公認情報セキュリティ監査人(CAIS) 

 (5) 公認情報システム監査人(CISA) 

 

3. 外部委託する業務以外の情報資産の保全 

・委託先に庁舎内で業務を行わせる等、委託先が当省が保有する他の情報資産

にアクセスし得る環境で業務を行わせる場合に、当該他の情報資産へのアク

セスの禁止及びその保全は委託先が当然守るべき事項であること 
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4. 運用・保守・点検における情報セキュリティ対策の実施 

4.1. 運用・監視 

4.1.1. サーバ 

（サーバ装置） 

・多様なソフトウェアを利用することにより脆弱性が存在する可能性が増大す

ることを防止するため、利用を認めるソフトウェア及び禁止するソフトウェ

アをバージョンを含め提案すること。また、利用を認めるソフトウェア及び

利用を禁止するソフトウェアについて定期的に見直すための提案を行うこと 

 (1) ソフトウェアベンダ等のサポート状況 

 (2) ソフトウェアと外部との通信の有無及び通信する場合はその通信内容 

 (3) インストール時に同時にインストールされる他のソフトウェア 

 (4) その他、ソフトウェアの利用に伴う情報セキュリティリスク 

 

・通信回線を経由してサーバ装置の保守作業を行う際に送受信される情報が漏

えいすることを防止するための措置を講ずること 

 

・サーバ装置の運用を終了する際に、サーバ装置の電磁的記録媒体の全ての情

報を抹消すること 

 

・所管する範囲のサーバ装置の構成やソフトウェアの状態を定期的に確認し、

不適切な状態にあるサーバ装置を検出等した場合には、当省に報告し改善を

図ること。なお、当該サーバ装置の構成やソフトウェアの状態を定期的に確

認する場合は、作業日、作業を行ったサーバ装置、作業内容及び作業者を含

む事項を記録すること 

 

・サーバ装置上での不正な行為、無許可のアクセス等の意図しない事象の発生

を検知する必要がある場合は、サーバ装置への無許可のアクセス等の不正な

行為を監視するため、以下の措置を講ずること 

 (1) アクセスログ等を定期的に確認すること 

 (2) 不正プログラム対策ソフトウェアを利用すること 

 (3) ファイル完全性チェックツールを利用すること 

 (4) CPU、メモリ、ディスク I/O 等のシステム状態を確認すること 

 

・要安定情報を取り扱うサーバ装置については、運用状態を復元するため、以

下の措置を講ずること 

 (1) サーバ装置の運用に必要なソフトウェアの原本を別に用意しておくこと 
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 (2) 定期的なバックアップを実施すること 

 (3) サーバ装置を冗長構成にしている場合には、サービスを提供するサーバ

装置を代替サーバ装置に切り替える訓練を実施すること 

 (4) バックアップとして取得した情報からサーバ装置の運用状態を復元する

ための訓練を実施すること 

 

（ウェブ） 

・ウェブサーバに保存する情報を特定し、サービスの提供に必要のない情報が

ウェブサーバに保存されないことを確認すること 

 

5. セキュリティの検証と妥当性確認 

・本調達に係る業務を行う事業者は、セキュリティの検証と妥当性確認を行う

ための専門家による開発者による設計や実装作業の適正性を確認すること 

 

・本調達に係る業務を行う事業者は、コード検査ツール等の利用により、正確

かつ効率的なセキュリティの検証と妥当性確認を行うこと 

 

・本調達に係る業務を行う事業者は、セキュリティの検証と妥当性確認を実施

すること 

 

・第三者による脆弱性検査を実施しない場合には、実施しない理由を明確にす

ること 

 

・本調達に係る業務を行う事業者は、第三者による脆弱性検査を実施すること 

 

6. セキュリティ機能の装備 

6.1. ログの取得・管理 

6.1.1. 構成要素（共通） 

・情報システムにおいて、情報システムが正しく利用されていることの検証及

び不正侵入、不正操作等がなされていないことの検証を行うために必要なロ

グを取得すること。 

 

・情報システムの特性に応じてログを取得する目的を設定し、以下を例とする、

ログとして取得する情報項目を定め、管理すること 

 (1) 事象の主体（人物又は機器等）を示す識別コード 

 (2) 識別コードの発行等の管理記録 
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 (3) 情報システムの操作記録 

 (4) 事象の種類 

 (5) 事象の対象 

 (6) 正確な日付及び時刻 

 (7) 試みられたアクセスに関わる情報 

 (8) 電子メールのヘッダ情報及び送信内容 

 (9) 通信パケットの内容 

 (10) 操作する者、監視する者、保守する者等への通知の内容 

 

・取得したログに対する不正な消去、改ざん及びアクセスを防止するため、適

切なアクセス制御を含む、ログ情報の保全方法を定めること。また、ログが

取得できなくなった場合の対処方法についても定めること 

 

・悪意ある第三者等からの不正侵入、不正操作等の有無について点検又は分析

を実施すること。また、ログ情報をソフトウェア等により集計し、時系列で

表示し報告書を作成する等の作業を自動化する機能を設け、ログを効率的か

つ確実に点検、分析及び報告すること 

 

・標的型攻撃に関する措置として、攻撃の初期段階からの経緯を確認する必要

があるため、ログは 1年間以上保存すること 

 

・情報システムに含まれる構成要素（サーバ装置・端末等）のうち、時刻設定

が可能なものについては、情報システムにおいて基準となる時刻に、当該構

成要素の時刻を同期させ、ログに時刻情報も記録されるよう、設定すること 

 

6.1.2. サーバ 

（データベース） 

・行政事務を遂行するに当たって不必要なデータの操作を検知できるよう、以

下の措置を講ずること 

 (1) 一定数以上のデータの取得に関するログを記録し、警告を発すること 

 (2) データを取得した時刻が不自然であるなど、通常の業務によるデータベ

ースの操作から逸脱した操作に関するログを記録し、警告を発すること 

 

6.1.3. ネットワーク 

（リモートアクセス環境） 

・VPN 回線を整備してリモートアクセス環境を構築する場合は、主体認証ログの取得及び管
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理を実施すること 

 

6.2. 不正プログラム対策 

6.2.1. 構成要素（共通） 

・想定される全ての感染経路を特定し、不正プログラム対策ソフトウェア等の

導入による感染の防止、端末の接続制限及び機能の無効化等による感染拡大

の防止等の必要な対策を講ずること 

 

・不正プログラム対策ソフトウェア等及びその定義ファイルは、常に最新のも

のが利用可能となるような構成とすること。また、不正プログラム対策ソフ

トウェア等の設定変更権限については、システム管理者が一括管理し、シス

テム利用者に当該権限を付与しないこと 

 

・不正プログラム対策の実施を徹底するため、不正プログラム対策に関する以

下の状況を報告すること 

 (1) 不正プログラム対策ソフトウェア等の導入状況 

 (2) 不正プログラム対策ソフトウェア等の定義ファイルの更新状況 

 

6.2.2. アプリケーション 

（アプリケーションコンテンツ） 

・提供するアプリケーション・コンテンツが不正プログラムを含まないことを

確認するために、以下の措置を講ずること 

 (1) アプリケーション・コンテンツを提供する前に、不正プログラム対策ソ

フトウェアを用いてスキャンを行い、不正プログラムが含まれていないこ

とを確認すること 

 (2) 外部委託により作成したアプリケーションプログラムを提供する場合に

は、当該アプリケーションの仕様に反するプログラムコードが含まれてい

ないことを確認すること 

 

・提供するアプリケーション・コンテンツにおいて、省外のウェブサイト等の

サーバへ自動的にアクセスが発生する機能が仕様に反して組み込まれていな

いことを、HTML ソースを表示させるなどして確認すること。なお、必要があ

って当該機能を含める場合は、省外へのアクセスが情報セキュリティ上安全

なものであることを確認すること 

 

・提供するアプリケーション・コンテンツに、本来のサービス提供に必要のな
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い省外へのアクセスを自動的に発生させる機能を含めないこと 

 

6.3. 標的型攻撃対策 

6.3.1. 構成要素（共通） 

・標的型攻撃による組織内部への侵入を低減するため、サーバ装置及び端末に

ついて、以下の措置を講ずること 

 (1) 不要なサービスの機能を削除又は停止すること 

 (2) 不審なプログラムが実行されないよう設定すること 

 (3) パーソナルファイアウォール等を用いて、サーバ装置及び端末に入力さ

れる通信及び出力される通信を必要最小限に制限すること 

 

・USB メモリ等の外部電磁的記録媒体を利用した、組織内部への侵入を低減する

ため、以下の措置を講ずること 

 (1) 製造元、製造過程が不明なもの、持ち主がわからないものなど、出所不

明の外部電磁的記録媒体を組織内ネットワーク上の端末に接続させない

よう、接続する外部電磁的記録媒体を事前に特定しておくこと 

 (2) 外部電磁的記録媒体をサーバ装置及び端末に接続する際、不正プログラ

ム対策ソフトウェアを用いて検査すること 

 (3) サーバ装置及び端末について、自動再生（オートラン）機能を無効化す

ること 

 

・内部に侵入した攻撃の侵入範囲の拡大の困難度を上げるため、端末の管理者

権限アカウントについて、以下の措置を講ずること 

 (1) 不要な管理者権限アカウントを削除すること 

 (2) 管理者権限アカウントのパスワードは、容易に推測できないものに設定

すること 

 

・情報窃取や破壊等の攻撃対象となる蓋然性が高いと想定される、認証サーバ

やファイルサーバ等の重要なサーバについて、以下の措置を実施すること 

 (1) 重要サーバについては、組織内ネットワークを複数セグメントに区切っ

た上で、重要サーバ類専用のセグメントに設置し、他のセグメントからの

アクセスを必要最小限に限定し、インターネットに直接接続しないこと 

 (2) 認証サーバについては、利用者端末から管理者権限を狙う攻撃（辞書攻

撃、ブルートフォース攻撃等）を受けることを想定した措置を講ずること 

 

・ 重点的に守るべき業務・情報を取り扱う情報システムについては、高度サイバー攻撃対
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処のためのリスク評価等のガイドラインに従って、措置を講ずること 

 

6.4. 納入成果物に関する確認・認証取得等 

・ 本調達に係る情報システムにおいて取り扱う情報の保護を目的として、ISO/IEC 15408

に基づき必要なセキュリティ機能を設計し、実装すること。当該設計において策定する

セキュリティ設計仕様書（ST: Security Target）について ST 確認を受け、その結果を

提出すること 

 

・ 本調達に係る情報システムを構成するソフトウェアについて、取り扱う情報の保護を目

的とするセキュリティ機能について、ISO/IEC15408 に基づく認証を取得していること 

 

・ 本調達に係る情報システムを構成する機器等について、取り扱う情報の保護を目的とす

るセキュリティ機能について、ISO/IEC15408 に基づく認証を取得していること 

 

6.5. 主体認証機能 

6.5.1. 構成要素（共通） 

・ 情報システムへ情報へのアクセスを管理するため、主体を特定し、それが正当な主体で

あることを検証するため、以下を例とする主体認証方式を決定し、主体の識別及び主体

認証を行う機能を設けること 

 (1) 知識（パスワード等、利用者本人のみが知り得る情報）による認証 

 (2) 所有（電子証明書を格納する IC カード、ワンタイムパスワード生成器当、

利用者本人のみが所有する機器等）による認証 

 (3) 生体（指紋や静脈等、本人の生体的な特徴）による認証 

 

・ 情報システムを利用する許可を得た主体に対してのみ、識別コード及び主体認証情報を

付与（発行、更新及び変更を含む。）すること 

 

・ 単一の情報システムにおいて、ある主体に付与した識別コード（共用識別コードを除く。）

を別の主体に対して付与しないこと 

 

・ 主体認証を行う情報システムにおいて、主体認証情報が第三者に対して明らかにならな

いよう、以下の機能を設けること 

 (1) 送信又は保存時の主体認証情報の暗号化機能 

 (2) 主体認証情報へのアクセス制限機能 

 

・ 主体認証を行う情報システムにおいて、主体認証情報を他の主体に不正に利用され、又
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は利用されるおそれを認識した場合の措置として、以下の機能を設けること 

 (1) 特定の識別コードによる認証を停止する機能 

 (2) 主体認証情報の再設定を利用者に要求する機能 

 

・ 主体認証を行う情報システムにおいて、利用者に主体認証情報の定期的な変更を求める

ため、以下の機能を設けること 

 (1) 主体認証情報の定期更新を促す機能 

 (2) 主体認証情報の定期更新の有無を確認する機能 

 (3) 主体認証情報の定期的な変更を行わなければ、情報システムの利用を継

続させない機能 

 

・ 識別コード及び知識による主体認証情報を付与された主体に対し、初期設定の主体認証

情報（必要に応じて、初期設定の識別コードも）を速やかに変更するよう促すこと 

 

・ 主体認証情報の不正な利用を防止するため、主体が情報システムを利用する必要がなく

なった場合には、以下の措置を講ずること。また、主体への識別コードの付与に関する

記録を消去する場合には、当省による事前の許可を得ること 

 (1) 主体の識別コードを無効にすること 

 (2) 主体に交付した主体認証情報格納装置を返還させること 

 (3) 無効化した識別コードの他の主体への新たな発行を禁止すること 

 

・ 主体以外の者が識別コード又は主体認証情報を設定する場合に、主体へ安全な方法で主

体認証情報を配布するよう、措置を講ずること 

 

・ 知識（パスワード）による認証を用いる場合は、辞書攻撃等によるパスワード解析への

耐性を考慮し、パスワード規則（文字種、組合せ、桁数等）のパスワード設定条件を利

用者に守らせる機能を設けること 

 

・ 知識（パスワード）による認証を用いる場合は、他の情報システムで利用している主体

認証情報を設定しないよう主体に注意を促すこと 

 

・ 共用識別コードを付与する場合は、利用者を特定できる仕組みを設けること（共用識別

コードでログインする前に個別の識別コードでログインが必要となる機能等） 

 

・ 共用識別コードを付与する場合は、共用識別コードの取扱いに関する規定を整備し、そ

の規定に従って利用者に付与すること 
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6.5.2. サーバ 

（ウェブ） 

・ ウェブコンテンツの更新に利用する識別コードや主体認証情報は、情報セキュリティを

確保した管理を行うこと 

 

・ ウェブコンテンツの編集作業を担当する主体を限定するため、OS やアプリケーションの

インストール時に標準で作成される識別コードやテスト用に作成した識別コード等、不

要なものは削除すること 

 

（電子メール） 

・ 電子メールクライアントから電子メールサーバへの電子メールの受信時に限らず、送信

時においても不正な利用を排除するために SMTP 認証等の主体認証機能を導入すること 

 

・ 電子メールのなりすましを防止するため、以下の措置を講ずること 

 (1) SPF（Sender Policy Framework）、DKIM（DomainKeys Identified Mail）、

DMARC（Domain-based Message Authentication, Reporting & Conformance）

等の送信ドメイン認証技術による送信側の措置を行うこと 

 (2) SPF、DKIM、 DMARC 等の送信ドメイン認証技術による受信側の措置を行

うこと 

 (3) S/MIME（Secure/Multipurpose Internet Mail Extensions）等の電子メ

ールにおける電子署名の技術を利用すること 

 

6.5.3. ネットワーク 

（リモートアクセス環境） 

・ VPN 回線を整備してリモートアクセス環境を構築する場合は、以下の措置を講ずること 

 (1) 通信を行う端末の識別又は認証 

 (2) 利用者の認証 

 

・VPN 回線を整備してリモートアクセス環境を構築する場合は、利用開始及び利用停止時の

申請手続を整備し、運用すること 

 

6.6. サービス不能攻撃対策 

6.6.1. 構成要素（共通） 

・ サービス不能攻撃に対抗するため、サーバ装置、端末及び通信回線装置について、以下

を例とする措置を講ずること 
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 (1) パケットフィルタリング機能 

 (2) 3-way handshake 時のタイムアウトの短縮 

 (3) 各種 Flood 攻撃への防御 

 (4) アプリケーションゲートウェイ機能 

 

・ サービス不能攻撃を受けた場合を想定し、直ちに情報システムを外部ネットワークから

遮断する、又は通信回線の通信量を制限する等の機能を設けること 

 

・ サービス不能攻撃を受け、サーバ装置、通信回線装置又は通信回線が過負荷状態に陥り

利用できない場合を想定し、攻撃への対処を効率的に実施できる手段を確保すること 

 

・ サービス不能攻撃を受けた場合を想定し、直ちに情報システムを外部ネットワークから

遮断する、又は通信回線の通信量を制限する等の機能を設けること 

 

・ サービス不能攻撃を受け、サーバ装置、通信回線装置又は通信回線が過負荷状態に陥り

利用できない場合を想定し、攻撃への対処を効率的に実施できる手段を確保すること 

 

・ サーバ装置、端末及び通信回線装置に設けられている機能を有効にするだけではサービ

ス不能攻撃の影響を排除又は低減できない場合は、サービス不能攻撃に対抗するため、

以下を例とする措置を講ずること 

 (1) インターネットに接続している通信回線の提供元となる事業者が別途提

供する、サービス不能攻撃に係る通信の遮断等の措置を講ずること 

 (2) サービス不能攻撃の影響を排除又は低減するための専用の対策装置の導

入 

 (3) サーバ装置、端末及び通信回線装置及び通信回線の冗長化 

 

・ サービス不能攻撃を受けるサーバ装置、端末、通信回線装置又は通信回線から監視対象

を特定の上、監視方法及び監視記録の保存期間を定め、保管すること 

 

6.6.2. サーバ 

（サーバ装置） 

・ 障害や過度のアクセス等によりサービスが提供できない事態となることを防ぐため、要

安定情報を取り扱う情報システムについては、将来の見通しも考慮し以下の措置を講ず

ること 

 (1) 負荷分散装置、DNS ラウンドロビン方式等による負荷分散 

 (2) 同一システムを２系統で構成することによる冗長化 
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6.7. 権限管理 

6.7.1. 構成要素（共通） 

・ 主体の識別コード及び主体認証情報が、第三者等によって窃取された際の被害を最小化

するため、以下の措置を講ずること 

 (1) 業務上必要な場合の限定付与 

 (2) 必要最小限の権限付与 

 (3) 管理者権限更新のための専用端末の整備 

 

・ 管理者権限の特権を持つ主体の識別コード及び主体認証情報が、悪意ある第三者等によ

って窃取された際の被害を最小化するための措置及び、内部からの不正操作や誤操作を

防止するための措置を講ずること 

 

6.7.2. サーバ 

（データベース） 

・ データベースに対する内部不正を防止するため、データベースの管理に関する権限の不

適切な付与を検知できるよう、措置を講ずること 

 

6.8. 暗号化・電子署名 

6.8.1. 構成要素（共通） 

・ 情報システムで使用する暗号及び電子署名のアルゴリズム並びにそれを利用した安全

なプロトコル及びその運用方法等について、以下の措置を講ずること 

 (1) 情報システムのコンポーネント（部品）として、暗号モジュールを交換

することが可能な構成とし、 複数のアルゴリズム及びそれに基づいた安

全なプロトコルを選択することが可能な構成とすること 

 (2) 選択したアルゴリズムがソフトウェア及びハードウェアへ適切に実装さ

れており、かつ、暗号化された情報の復号又は電子署名の付与に用いる鍵

及びそれに対応する主体認証情報等が安全に保護されることを確実にす

るため、「暗号モジュール試験及び認証制度」に基づく認証を取得してい

る製品を選択すること 

 (3) 暗号化された情報の復号又は電子署名の付与に用いる鍵は、耐タンパ性

を有する暗号モジュールへの格納すること 

 (4) 機微な情報のやり取りを行う情報システムを新規に構築する場合は、安

全性に実績のあるプロトコルを選択し、長期的な秘匿性を保証する観点を

考慮すること 

 (5) 行政事務従事者が暗号化及び電子署名に使用するアルゴリズム及びそれ
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を利用した安全なプロトコルについて、「電子政府推奨暗号リスト」に記

載された暗号化及び電子署名のアルゴリズムが使用可能な場合には、それ

を使用すること 

 (6) 情報システムの新規構築又は更新に伴い、暗号化又は電子署名を導入す

る場合には、やむを得ない場合を除き、「電子政府推奨暗号リスト」に記

載されたアルゴリズム及びそれを利用した安全なプロトコルを採用する

こと 

 (7) 暗号化及び電子署名に使用するアルゴリズムが危殆化した場合又はそれ

を利用した安全なプロトコルに脆弱性が確認された場合を想定した緊急

対応手順を定めること 

 (8) 暗号化された情報の復号又は電子署名の付与に用いる鍵について、管理

手順を定めること 

 

・ 電子署名を行うに当たり、電子署名の目的に合致し、かつ適用可能な電子証明書を政府

認証基盤（GPKI）が発行している場合は、政府認証基盤の発行する電子証明書を使用す

ること 

 

・ 署名検証者が、電子署名の正当性を容易に検証するための情報を入手できるよう、以下

を例とする方法により、当該情報の提供を可能とすること 

 (1) 信頼できる機関による電子証明書の提供 

 (2) 厚生労働省の窓口での電子証明書の提供 

 

6.8.2. アプリケーション 

（アプリケーションコンテンツ） 

・ 文書ファイル等のコンテンツの提供において、当該コンテンツが改ざん等なく真正なも

のであることを確認できる手段がない場合は、「https://」で始まる URL のウェブペー

ジから文書ファイル等のコンテンツをダウンロードできるように提供すること 

 

・ 改ざん等がなく真正なものであることを確認できる手段の提供として電子証明書を用

いた署名を用いるとき、政府認証基盤（GPKI）の利用が可能である場合は、政府認証基

盤により発行された電子証明書を用いて署名を施すこと 

 

6.8.3. サーバ 

（データベース） 

・ データベースに格納されているデータに対して暗号化を実施すること。また、バックア

ップデータやトランザクションデータ等についても暗号化を実施すること 
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・ 鍵に利用するアルゴリズムに対する脆弱性が発見された際には、定められた鍵の管理手

順等に従い、速やかに十分な強度の鍵にてデータベースの再暗号化をすること。その際

には、古い世代の鍵で暗号化されたバックアップデータとの紐付けも管理すること 

 

・ データベースに機密性 3情報を含むデータを格納する場合は、適切にデータを暗号化す

ること。また、復号に用いる鍵は、データベースとは別の専用装置等に保存の上、定め

られた鍵の管理手順に従い管理すること 

 

（ウェブ） 

・ 通信時の盗聴による第三者への情報の漏えいの防止及び正当なウェブサーバであるこ

とを利用者が確認できるようにするため、以下の措置を講ずること 

 (1) TLS（SSL）機能を適切に用いること 

 (2) TLS（SSL）機能のために必要となるサーバ証明書には、利用者が事前の

ルート証明書のインストールを必要とすることなく、その正当性を検証で

きる認証局（証明書発行機関）により発行された電子証明書を用いること 

 (3) 暗号技術検討会及び関連委員会（CRYPTREC）により作成された「SSL/TLS

暗号設定ガイドライン」に従って、TLS（SSL）サーバを適切に設定するこ

と 

 

6.8.4. ネットワーク 

（リモートアクセス環境） 

・VPN 回線を整備してリモートアクセス環境を構築する場合は、通信内容の暗号

化を実施すること 

 

6.9. アクセス制御 

6.9.1. 構成要素（共通） 

・情報システムの特性、情報システムが取り扱う情報の格付及び取扱制限等に

従い、利用者やそのグループ属性に基づくアクセス制御の機能を設けること 

 

・利用者やそのグループ属性に基づくアクセス制御のほか、必要に応じて以下

の措置を実施すること 

 (1) 利用時間や利用時間帯によるアクセス制御 

 (2) 同一主体による複数アクセスの禁止 

 (3) ネットワークセグメントの分割によるアクセス制御 
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6.9.2. アプリケーション 

（アプリケーションコンテンツ） 

・省外向けに提供するウェブサイト等が実際の厚生労働省提供のものであるこ

とを利用者が確認できるように、政府ドメイン名を情報システムにおいて使

用すること 

 

・利用者が検索サイト等を経由して厚生労働省のウェブサイトになりすました

不正なウェブサイトへ誘導されないよう、省外向けに提供するウェブサイト

に対して、以下の検索エンジン最適化措置（SEO 対策）を講ずること 

 (1) クローラからのアクセスを排除しないこと 

 (2) cookie 機能を無効に設定したブラウザでも正常に閲覧可能とすること 

 (3) 適切なタイトルを設定すること 

 (4) 不適切な誘導を行わないこと 

 

・省外向けに提供するウェブサイトに関連するキーワードで定期的にウェブサ

イトを検索し、検索結果に不審なサイトが存在した場合は、速やかにその検

索サイト業者へ報告するとともに、不審なサイトへのアクセスを防止するた

めの措置を講ずること 

 

6.9.3. サーバ 

（サーバ装置） 

・要保護情報を取り扱うサーバ装置について、サーバ装置の盗難、不正な持ち

出し、不正な操作、表示用デバイスの盗み見等の物理的な脅威から保護する

ため、以下の措置を講ずること 

 (1) 要保護情報を取り扱うサーバ装置については、クラス２以上の要管理措

置区域に設置すること 

 (2) 施錠可能なサーバラックに設置して施錠すること 

 (3) 容易に切断できないセキュリティワイヤを用いて、固定物又は搬出が困

難な物体に固定すること 

 (4) 一定時間操作が無いと自動的にスクリーンロックするよう設定すること 

 

（データベース） 

・データベースに対する内部不正を防止するため、管理者アカウントを適切に

管理すること。なお、必要に応じて、情報システムの管理者とデータベース

の管理者は別にすること 
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・データベースに格納されているデータにアクセスする必要のない管理者に対

して、データへのアクセス権を付与しないこと 

 

・データベースに格納されているデータにアクセスした利用者を特定できるよ

う、措置を講ずること 

 

（ウェブ） 

・ウェブコンテンツの編集作業を担当する主体を限定するため、ウェブサーバ

上のウェブコンテンツへのアクセス権限は、ウェブコンテンツの作成や更新

に必要な者以外に更新権を与えないこと 

 

・公開してはならない又は無意味なウェブコンテンツが公開されないよう管理

するため、以下の措置を講ずること 

 (1) 公開を想定していないファイルをウェブ公開用ディレクトリに置かない

こと 

 (2) 初期状態で用意されるサンプルのページ、プログラム等、不要なものは

削除すること 

 

・ウェブコンテンツの編集作業に用いる端末を限定するため、以下の措置を講

ずること 

 (1) ウェブコンテンツの更新の際は、専用の端末を使用して行うこと 

 (2) ウェブコンテンツの更新の際は、ウェブサーバに接続する接続元の IP

アドレスを必要最小限に制限すること 

 

（電子メール） 

・電子メールサーバが電子メールの不正な中継を行わないように設定すること 

 

6.9.4. ネットワーク 

（リモートアクセス環境） 

・VPN 回線を整備してリモートアクセス環境を構築する場合は、以下の措置を講

ずること 

 (1) リモートアクセスにおいて利用可能な公衆通信網の制限 

 (2) アクセス可能な情報システムの制限 

 (3) リモートアクセス中の他の通信回線との接続禁止 

 

6.10. ＩＰｖ６通信回線 
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6.10.1. ネットワーク 

（情報システムへのＩＰｖ６技術） 

・IPv6 Ready Logo Program に基づく Phase-2 準拠製品であること 

 

・IPv6 通信の特性等を踏まえ、IPv6 通信を想定して構築する情報システムにお

いて、以下の事項を含む脅威又は脆弱性に対する検討を行い、必要な措置を

講ずること 

 (1) グローバル IP アドレスによる直接の到達性における脅威 

 (2) IPv6 通信環境の設定不備等に起因する不正アクセスの脅威 

 (3) IPv4 通信と IPv6 通信を情報システムにおいて共存させる際の処理考慮

漏れに起因する脆弱性の発生 

 (4) アプリケーションにおける IPv6 アドレスの取扱い考慮漏れに起因する

脆弱性の発生 

 

・自動トンネリング機能で想定外の IPv6 通信パケットが到達する脅威等、当該

通信回線から受ける不正なIPv6通信による情報セキュリティ上の脅威を防止

するため、IPv6 通信を抑止するなどの措置を講ずること 

 

7. 製品のサポート期間の確認 

・情報システムの構築等又は運用・保守・点検の際に導入する製品（ソフトウ

ェア及びハードウェア）については、当該情報システムのライフサイクルに

おけるサポート（部品、セキュリティパッチの提供等）が継続される製品を

導入すること。サポートライフサイクルポリシーが事前に公表されていない

製品を導入する場合は、サポートが継続して行われるよう計画を提出するこ

と。なお、後継製品に更新する場合の費用は本調達に含むものとすること 

 

8. 脆弱性対策の実施 

8.1. ソフトウェア脆弱性対策 

8.1.1. 構成要素（共通） 

・サーバ装置、端末及び通信回線装置の設置又は運用開始時に、当該機器上で

利用するソフトウェアに関連する公開された脆弱性についての措置を行い、

対象となるソフトウェアについて、サポートサービスを提供すること 

 

・対象となるソフトウェアの脆弱性情報を適宜報告すること 

 (1) 脆弱性の原因 

 (2) 影響範囲 
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 (3) 対策方法 

 (4) 脆弱性を悪用する不正プログラムの流通状況 

 

・サーバ装置、端末及び通信回線装置上で利用するソフトウェア及び独自に開

発するソフトウェアのバージョン、脆弱性対策の状況等を定期的に報告する

こと 

 

・サポート期間を過ぎたソフトウェアを利用する場合は、ソースの内容を熟知

しており、かつ迅速に内容を改編できる適切なサポートサービスを提供でき

る体制を整備すること 

 

・公開された脆弱性の情報がない段階において、その他、端末及び通信回線装

置上で採り得る措置の有無について調査を行い、当該措置が有る場合は実施

すること 

 

・サーバ装置、端末及び通信回線装置上で利用するソフトウェアに関連する脆

弱性情報を入手した場合には、セキュリティパッチの適用又はソフトウェア

のバージョンアップ等の可否を判断するため、以下の内容を報告すること 

 (1) 対策の必要性 

 (2) 対策方法 

 (3) 対策方法が存在しない場合又は対策が完了するまでの期間に対する一時

的な回避方法 

 (4) 対策方法又は回避方法が情報システムに与える影響 

 (5) 対策の実施予定 

 (6) 対策試験の必要性 

 (7) 対策試験の方法 

 (8) 対策試験の実施予定 

 

・脆弱性対策を実施する場合には、少なくとも以下の事項を記録し、これらの

事項のほかに必要事項があれば適宜記録すること。また、対策状況の報告間

隔は可能な限り短縮すること 

 (1) 実施日 

 (2) 実施内容 

 (3) 実施者 

 

・セキュリティパッチ、バージョンアップソフトウェア等の脆弱性を解決する
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ために利用されるファイルは、信頼できる方法で入手すること 

 

・適用するサーバ装置、端末及び回線装置上で利用するソフトウェアについて、

予め検証環境を準備するなどして、セキュリティパッチの適用又はソフトウ

ェアのバージョンアップ等による情報システムへの影響範囲を事前に確認す

ること 

 

8.1.2. サーバ 

（データベース） 

・データベースにアクセスする機器上で動作するプログラムに対して、SQL イン

ジェクションの脆弱性を排除すること 

 

・データベースにアクセスする機器上で動作するプログラムに対して、SQL イン

ジェクションの脆弱性を排除するため、以下を例とする措置を講ずること 

 (1) ウェブアプリケーションファイアウォールの導入 

 (2) データベースファイアウォールの導入 

 

（ウェブ） 

・ウェブサーバの管理や設定において、不要な機能の停止又は制限等の以下の

措置を実施すること 

 (1) CGI 機能を用いるスクリプト等は必要最低限のものに限定し、CGI 機能を

必要としない場合は設定で CGI 機能を使用不可とすること 

 (2) ディレクトリインデックスの表示を禁止すること 

 (3) ウェブコンテンツ作成ツールやコンテンツ・マネジメント・システム（CMS）

等における不要な機能を制限すること 

 (4) ウェブサーバ上で動作するソフトウェアは、最新のものを利用するなど、

既知の脆弱性が解消された状態を維持すること 

 

・既知の種類のウェブアプリケーションの脆弱性を排除するため、以下を含む

ウェブアプリケーションの脆弱性を排除する措置を講ずること。また、運用

時においても、これらの措置に漏れが無いか定期的に確認し、措置に漏れが

ある状態が確認された場合は対処を行うこと 

 (1) SQL インジェクション脆弱性 

 (2) OS コマンドイジェクション脆弱性 

 (3) ディレクトリトラバーサル脆弱性 

 (4) セッション管理の脆弱性 
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 (5) アクセス制御欠如と認可処理欠如の脆弱性 

 (6) クロスサイトスクリプティング脆弱性 

 (7) クロスサイトリクエストフォージェリ脆弱性 

 (8) クリックジャッキング脆弱性 

 (9) メールヘッダインジェクション脆弱性 

 (10) HTTP ヘッダインジェクション脆弱性 

 (11) eval インジェクション脆弱性 

 (12) レースコンディション脆弱性 

 (13) バッファオーバーフロー及び整数オーバーフロー脆弱性 

 

9. 情報セキュリティ対策の履行状況の報告 

・本調達に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確認す

るために、委託先は、当省に対して定期的に報告を行うこと 

＜履行状況を確認するための委託先による定期報告（例）＞ 

 (1) 本調達仕様において求める情報セキュリティ対策の実績 

 (2) 委託先における情報の秘密保持等に係る管理状況 

 

10. 情報セキュリティ対策の履行が不十分であると思われる場合の対処 

・本調達に係る業務の遂行において、委託先における情報セキュリティ対策の

履行が不十分である可能性を委託元が認める場合には、委託先の責任者は、

委託元の求めに応じこれと協議を行い、合意した対応を採ることとする 

 

11. 情報セキュリティ対策の遵守方法及び管理体制等に関する確認書の提出 

・調達仕様で示された情報システムに装備すべきセキュリティ機能に関する要

求事項が確実に履行されるよう、機能の詳細及び実装方法について、確認書

等（又は契約の付属書）を作成し提出すること 

 

・調達した機器等に不正な変更が見つかったときに、追跡調査や立入検査等、

当省と調達先が連携して原因を調査・排除できる体制を整備していること。 

 

12. 情報セキュリティ監査の実施 

・当省が求めた場合に、速やかに情報セキュリティ監査を受け入れること。 

 

13. 情報セキュリティが侵害された場合の対処 

・本調達に係る業務の遂行において情報セキュリティが侵害され又はそのおそ

れがある場合には、速やかに委託元に報告の上、委託事業を一時中断するな
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ど、必要な措置を講じた上で、契約に基づく対処を実施すること。これに該

当する場合には、以下の事象を含む。 

 (1) 委託先に提供し、又は委託先によるアクセスを認める厚生労働省の情報

の外部への漏えい及び目的外利用 

 (2) 委託先の者による厚生労働省のその他の情報へのアクセス 

 

・本調達に係る業務の遂行において委託先に提供し、又は委託先によるアクセ

スを認める情報について外部への漏えい、目的外利用等、情報セキュリティ

侵害が起き又はそのおそれがある場合には、速やかにこれを委託元に報告す

ること 

 


